
2012年
6月号外

発行：日本共産党国会議員団愛知事務所

〒460-0007 名古屋市中区新栄3-12-27 電話052-261-3461

日本共産党の見解を紹介します。ご意見、ご感想をお寄せ下さい。

「消費税増税分は全額社会

保障に」という野田首相。

しかし、５月２２日、日本

共産党の佐々木憲昭衆院議員

が国会で、消費税増税分のう

ちの７兆円は社会保障に使わ

れず、ムダな公共事業などに

使われると追及すると、岡田

副総理は赤字国債分などに

「置き換わる」と認めました。

佐々木議員は、高齢者夫婦世帯

とサラリーマン世帯の苦しい家計

実態を示しながら、消費税増税に

よって国民生活と日本経済に大き

な衝撃をおよぼすと追及。

さらに、右グラフのように、この15年間で軽減税率が適

用されている中小企業よりも大企業の法人税率が低くなっ

ていることを明らかにしながら、消費税増税の一方で新た

に大企業向けに法人税を減税する問題を批判。「大企業の

力を国民のために発揮させ、消費を喚起する経済政策に転

換すべきだ」と消費税増税に頼らない道を提案しました。
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政府は消費税増税を正当化するために８億円以上の税金を使った

政府広報で、２０５０年には現役世代１人が１人の高齢者を支える

「肩車型」になると宣伝しています。

日本共産党の塩川衆院議員は５月２９

日、国会で労働力人口に対する全人口の

割合を質問。厚労相は「1965年が2.05、2

012年が1.96、2030年が1.89になる」と答

弁（右の表参照）し、将来にわたって比

率が変わらないことを認めました。

『赤旗』のスクープのおかげで、九電や北電のやらせメー

ル問題などをいち早く知っていたので、大スポンサー批

判となるテレビなどの歯切れの悪い後追い報道と比べ

ると、とても小気味よく、胸がスッとした（30代女性）

質問する塩川鉄也議員＝
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